
第３部　令和６年度県民活動関連施策の計画

３　県民活動支援センター事業（指定管理料による事業）

ホームページによる情報
提供

ホームページにより、県民活動団体のイベント、助成金、情
報他、企業の社会貢献活動等の情報を広く発信

－ ○ ○

メールマガジンの発信 イベント、助成金、支援センターの情報等を希望者に発信 － ○ ○

やまぐち社会貢献活動支
援ネットの運営

やまぐち社会貢献活動支援ネットにおいて、ボランティア参
加希望者とボランティア募集団体等の情報を掲載

－ ○ ○

センターにおける相談・
助言

ＮＰＯ法人の設立申請や定款変更、県民活動団体の運営
等に関する相談、助言

－ ○ ○

専門家を招いての相談対
応

やまぐちソーシャルビジネスサポートネットワークの構成団体
から専門家を招き、定例的な相談会を実施

－ ○ ○

組織運営の問題解消ツー
ル作成

NPO法人設立後１～２年で随時行うべき手続きなどを各団
体が手元でわかりやすく確認し対応を促すようなツールを作
成

－ ○

組織と事業の見直しセミ
ナー

県民活動団体が事業を見直したり、組織の改善が図れるよ
うになるための勉強会等を開催

－ ○

NPO事務力＆組織力向上
研修

NPOの事務力（税務、会計、広報など）や組織力（ガバナン
ス・コンプライアンスな）について学ぶ研修会を開催

－ ○

公益活動支援スキルアッ
プ講座

主に市町の活動支援センター職員を対象に、広く公益活動
を支援するためのスキルを向上させる講座を開催

－ ○ ○

県民活動の課題解決セミ
ナー

県民活動の発展や組織の持続性向上等を図る上で課題と
なるテーマを取り上げるセミナーを開催

－ ○

コミュニティ学習会
持続可能なコミュニティのための仕組づくりや、実践的な地
域づくりの取組等について学べる学習会等を開催

－ ○ ○ ○

ワンテーマミニ講座＋交
流会

気軽に特定テーマについて学び、おなじ関心をもつ他の団
体との交流を図ることができる会を開催

－ ○ ○ ○

県民活動ネットワーク会
議

市町の活動支援センター、県・市町職員、財団等による県
民活動の支援や推進についての意見・情報交換会を開催

－ ○ ○ ○

県民活動を支援する資金
投資組織意見交換会

県民活動を支援するための助成金を交付する民間財団や
補助金制度を持つ行政担当課などが集い、資金支援のあり
方に関する勉強会を開催

－ ○ ○ ○

災害支援のNPOネット
ワーク

社会福祉協議会とも連携し、災害時の支援や減災・防災の
取組み等をテーマとしてNPO等が集う情報交換会等を開催

－ ○ ○ ○

県民活動に関する研究調
査

県民活動の実態に関する情報収集や調査・分析を行い、活
動支援のための材料となるデータ作成等を実施

－ ○

「受援」が困難なケース
対応研究

組織内での課題感は抱きつつも、様々な事情で外部からの
支援を受ける余地がない「受援」困難なケースへの対応方
法について考察

－ ○

次世代（若者）へのアプ
ローチ

県内の大学や高校と連携を図りつつ、多様な機会を通じて
若年層にアプローチし、県民活動の現状や意義についての
講座やセンターのＰＲ等を実施

－ ○

備　考事業名 事　業　内　容
予算額
（千円）

基本方針

第４部 市町における取組



第４部 市町における取組

１１ 市市町町ににおおけけるる取取組組のの概概要要

地域における県民活動を活発化していくためには、地域住民や県民活動団体にとって

最も身近な自治体である市町の役割が大変重要である。令和６年４月１日現在、県内の

市町では、県民（市民）活動を促進するための条例を７市町が制定しているほか、具体的

な取組を推進していくための計画・方針等を 市町が策定している。

また、県民（市民）活動を支援するための措置として、県民活動団体が市町の公共施設

等を利用する場合の使用料の減免制度が 市町、ＮＰＯ法人に対する法人市民税の減免

措置が 市町、認定ＮＰＯ法人に対する個人市民税の寄附金控除が全市町でそれぞれ

設けられるとともに、職員のボランティア休暇制度も全ての市町で実施されるなど、県民

（市民）活動を促進するための環境整備が進んでいる。

さらに、多くの市町で、コミュニティ団体やボランティア団体、ＮＰＯ法人等との協働

により地域の特色を活かした協働のまちづくりに向けた取組が進められており、その実施

形態としては、県民活動団体への施設管理や事業実施の委託、補助事業、イベントでの

共催等が挙げられる。

１ 市町別の活動状況

下関市

総合窓口：まちづくり政策課

〒 下関市南部町

活動の概況・取組方針

平成１７年に「下関市市民協働参画条例」を施行し、条例に基づき、平成１８年に

「下関市市民活動促進基本計画」を策定した。平成２３年に第２次計画を、平成２８年

に第３次計画を、そして令和３年２月には「第４次下関市市民活動促進基本計画」を

策定した。第４次計画では「であう つながる ひろがる あなたの協働参画」を

スローガンに、幅広い市民活動への参加と協働への理解促進、市民活動を展開する環境

づくり、市民と市民のパートナーシップの発展を基本方針に定め、市民活動促進に係る

取組を進めていく。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１１７事業

協働事例：「海峡花通り」下関花いっぱい計画（事業協力）

⇒ 国及び市が花苗等の提供を行い、唐戸からＪＲ下関駅までの国道９号沿線「海

峡花通り」の花壇に、市内の団体、企業、住民等のボランティアが、花苗の植付

けを一斉に行った。（春と秋の年２回実施）

【令年６年度（計画）】：１１７事業

しものせき市民活動センターの運営、活動団体へ活動の場や情報の提供、団体立ち

上げやイベント支援等の経費の助成
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第４部 市町における取組

宇部市

総合窓口：市民活動課

〒 宇部市常盤町一丁目 番 号

活動の概況・取組方針

従来から、地域コミュニティ活動やボランティア活動等の市民活動が活発に行われ、

市民、行政、企業、大学等が連携を図り、様々な地域の課題解決に取り組んでいる。

さらに令和５年４月から社会全体で持続可能な地域活動を目指す取組として地域活動

の日を設定した。また、市民活動の推進及び協働のまちづくりに向けた総合的・計画的

な取組を図る ため、「宇部市市民活動推進基本方針」（平成１６年９月策定）、「宇

部市協働のまちづくり条例」（平成１９年４月施行）に基づき、市民等と一体となった

まちづくりの推進に努めている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：６４事業

協働事例：子育て支援ひろば事業（補助）

⇒ 主に乳幼児とその保護者が気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で交流や情報交

換、育児相談ができる場を身近な地域において提供する事業を実施する者に対し

て、補助金を交付

【令年６年度（計画）】：５９事業

子育て支援センターこどもすくすくプラザプレイルームの運営や心の健康に関する

関係機関とのネットワーク構築、子どもたちが安全で自由に遊べる環境や体験活動の

提供等の活動に対する支援等

山口市

総合窓口：協働推進課

〒 山口市亀山町

活動の概況・取組方針

「山口市協働のまちづくり条例」（平成２１年４月施行）の理念である「市民の参加

と協働によるまちづくり」を着実に推進するため、その具体的な取組計画を定めた

「第二次山口市協働推進プラン」を平成３０年３月に策定し、市民活動支援センターを

中心とした市民活動団体の育成と支援の強化に努めている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１５７事業

協働事例：多文化共生推進にかかる交流事業（協働型委託）

⇒ 在住外国人と日本人との相互理解を深めるための交流事業の実施、日本語ボラ

ンティア養成講座等の開催

【令和６年度（計画）】：１４９事業

子育て環境の整備、地域ネットワークの構築を図るために地域内に「子育て家庭が

気軽に利用できる自由な交流の場」である「つどいの広場」を設置している団体への

経費の一部を助成



第４部 市町における取組

萩市

総合窓口：市民活動推進課

〒 萩市江向

活動の概況・取組方針

「市民との協働による元気なコミュニティづくり」を目指し、市民と行政が一体と

なった市民活動の推進に取り組む。活動の拠点として、活動の場の提供、市民活動団体

との連携、交流及び情報発信の支援を行うため市民活動センターを設置し、ＮＰＯ法人

「萩市民活動ねっと」と協働で運営している。

また、市民活動団体登録制度を設け、登録団体に対し各種情報提供を行うなど、活動

を支援し、市のＨＰで市民活動を支援するための各種助成制度を掲載している。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：２０事業

協働事例：「エコプラザ・萩」管理・運営委託事業（協働型委託）

⇒ 萩市のリサイクル推進の拠点として「エコプラザ・萩」の管理・運営、リサイ

クルの普及啓発事業をＮＰＯ法人と協働実施

【令和６年度（計画）】：２０事業

萩市市民活動センターをＮＰＯ法人と協働運営するほか、市民活動講座を開催し、

登録団体の活動を広げ、つなげることで、市民活動の促進を支援

防府市

総合窓口 地域振興課

〒 防府市寿町

活動の概況・取組方針

地域協働支援センター等における総合的な市民活動支援を継続するとともに、各所属

に配置した協働推進員を中心に協働に関する情報共有を行っている。

また、市民または行政が課題解決のため事業を提案し、協働して取り組む協働事業提

案制度を運用している。

このような取組を継続し、市民と行政との協働によるまちづくりを推進していく。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：６７事業

協働事例：ファミリーサポートセンター管理運営事業（協働型委託）

⇒ 子育ての援助を受けたい人と行いたい人が会員になり、子どもの世話を援助し

あう組織において会員同士の橋渡し役となるほか、会員同士の交流の場をもつな

どの子育て支援を実施

【令和６年度（計画）】：６７事業

防府市地域協働支援センターの管理運営をＮＰＯ法人に委託するほか、市内の交通

安全と防犯上必要な防犯灯を普及させるため、自治会等に設置費用の一部を補助



第４部 市町における取組
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防府市
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また、市民または行政が課題解決のため事業を提案し、協働して取り組む協働事業提
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【令和５年度（実績）】：６７事業

協働事例：ファミリーサポートセンター管理運営事業（協働型委託）

⇒ 子育ての援助を受けたい人と行いたい人が会員になり、子どもの世話を援助し
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第４部 市町における取組

下松市

総合窓口 地域政策課

〒 下松市大手町 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動団体についてホームページで紹介し、これから市民活動を始めようとする

市民のきっかけづくりを行うとともに、市民活動団体の組織強化並びに団体間の連携

及び情報交流の促進を図っている。

また、令和６年７月に「下松市市民活動支援センター」を立ち上げ、市民活動に必要

な情報の収集、提供及び発信等に努める。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１０事業

協働事例：東陽コミュニティーセンター指定管理事業（協働型委託）

⇒ 東陽コミュニティーセンターの運営、施設管理を地縁組織に委託

【令和６年度（計画）】：１０事業

下松市市民活動支援センターの運営や地域コミュニティが行う集会所の新築、買取

り、修理・改造及び賃借に要する経費の一部を助成するほか、東陽コミュニティーセ

ンターの運営、施設管理を委託している。

岩国市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 岩国市今津町 丁目

活動の概況・取組方針

令和６年７月に「岩国市地域づくり協働推進計画」を策定し、これに基づき各種施策

を進めている。

また「いわくに市民活動支援センター」を中心に、相談業務や交流の場の提供、情報

発信など市民活動の支援に取り組んでいる。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：５３事業

協働事例：市民活動カフェ２０２３（事業協力）

⇒ 市と市民活動団体が協働してイベントを開催。（昨年度は３５団体が参加）

【令和６年度（計画）】：５３事業

市民活動支援センターの管理運営をＮＰＯ法人に委託するほか、市民活動の活性化

と市民活動団体の発掘及び育成を目的に市民活動団体が実施する事業に対し、その

経費の一部を助成



第４部 市町における取組

光市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 光市島田 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動推進の拠点である地域づくり支援センターを中心に、市内の市民活動団体等

で構成する「ひかり市民活動ネットワーク」と連携を図りながら、市民活動団体等の

連携強化や交流、さらには、地域づくり推進のための市民講座を開催するなどの環境

整備を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３１事業

協働事例：環境美化ボランティア・サポート事業（事業協力）

⇒ 市民に身近な道路や公園、海岸などの公共の場所の美化及び清掃について、

市民と行政が連携・協働して実施（ごみ袋、軍手、ガンザキ等清掃用具を支給）

【令和６年度（計画）】：３６事業

地域づくり市民講座を年４回程度実施するほか、市民活動中の事故等を補償する

「市民活動補償制度」に加入し、活動促進を図っている。

長門市

総合窓口 市民活動推進課

〒 長門市東深川

活動の概況・取組方針

「長門市みんなで進める市民協働によるまちづくり条例」に基づき、市内各地域で地

域づくり協議会の設置を行い、地域課題の把握と課題解決に向けた独自の取組を実施。

市職員も地域づくり支援員として積極的に参画し、市民協働事業として地域の特色を生

かしたまちづくり活動推進を図る。

また、「長門市市民活動支援センター」は、市民協働によるまちづくりを進める中核

的支援拠点となり、「人材育成・研修事業」、「団体支援・相談事業」、「情報発信・

交流事業」を事業の三本柱とし、集落再生機能や市民活動団体の活性化を行う。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３０事業

協働事例：コミュニティ創出支援事業（補助）

⇒ 市民活動団体が､自主的かつ主体的に企画立案する事業に、他の団体と協働・

連携して実施することによる地域コミュニティを創出し、市民活動団体の活動

の推進や活性化を更に図るため補助を実施。

【令和６年度（計画）】：３２事業

ＮＰＯ法人設立の支援や、市民活動団体が提案する地域団体と協働・連携して地域

課題の解決に取り組む事業を支援し、持続可能なまちづくりの推進及び地域交流活動

の活性化を図るための事業等に補助等の実施。



第４部 市町における取組

光市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 光市島田 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動推進の拠点である地域づくり支援センターを中心に、市内の市民活動団体等

で構成する「ひかり市民活動ネットワーク」と連携を図りながら、市民活動団体等の

連携強化や交流、さらには、地域づくり推進のための市民講座を開催するなどの環境

整備を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３１事業

協働事例：環境美化ボランティア・サポート事業（事業協力）

⇒ 市民に身近な道路や公園、海岸などの公共の場所の美化及び清掃について、

市民と行政が連携・協働して実施（ごみ袋、軍手、ガンザキ等清掃用具を支給）

【令和６年度（計画）】：３６事業

地域づくり市民講座を年４回程度実施するほか、市民活動中の事故等を補償する

「市民活動補償制度」に加入し、活動促進を図っている。

長門市

総合窓口 市民活動推進課

〒 長門市東深川

活動の概況・取組方針

「長門市みんなで進める市民協働によるまちづくり条例」に基づき、市内各地域で地

域づくり協議会の設置を行い、地域課題の把握と課題解決に向けた独自の取組を実施。

市職員も地域づくり支援員として積極的に参画し、市民協働事業として地域の特色を生

かしたまちづくり活動推進を図る。

また、「長門市市民活動支援センター」は、市民協働によるまちづくりを進める中核

的支援拠点となり、「人材育成・研修事業」、「団体支援・相談事業」、「情報発信・

交流事業」を事業の三本柱とし、集落再生機能や市民活動団体の活性化を行う。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３０事業

協働事例：コミュニティ創出支援事業（補助）

⇒ 市民活動団体が､自主的かつ主体的に企画立案する事業に、他の団体と協働・

連携して実施することによる地域コミュニティを創出し、市民活動団体の活動

の推進や活性化を更に図るため補助を実施。

【令和６年度（計画）】：３２事業

ＮＰＯ法人設立の支援や、市民活動団体が提案する地域団体と協働・連携して地域

課題の解決に取り組む事業を支援し、持続可能なまちづくりの推進及び地域交流活動

の活性化を図るための事業等に補助等の実施。

第４部 市町における取組

柳井市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 柳井市南町 丁目

（内線 ）

活動の概況・取組方針

市民活動団体による自主的・主体的な活動を支援するため、平成２４年１１月に「やな

い市民活動センター」を設置。センターでは、市民活動に関する相談業務や交流の場・印

刷機器等の提供、情報発信など、市民活動の支援に取り組んでいる。また、市民活動講座

や交流会を開催し、市民活動団体の組織強化及び団体同士等の連携、交流を図ることで、

市民活動を促進し、地域の活性化を図る。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１５事業

協働事例：やない市民活動フェスタ （事業協力）

⇒ 市と市民活動団体が協働してイベントを開催

【令和６年度（計画）】：１７事業

令和６年度開館の「みどりが丘図書館」にやない市民活動センターを移転、図書館

来館者の市民活動への参画を促し、市民活動のすそ野が広がるよう取り組むととも

に、現在の市民活動団体の活動の充実に向けた講座やフェスタを開催する。また、市

民活動団体同士、あるいは団体と市民等の交流を図るため、３、６、９のつく日を「市

民活動の日」として交流テーブルの設置や団体のＰＲを行う。

美祢市

総合窓口 地域振興課

〒 美祢市大嶺町東分

活動の概況・取組方針

美祢市市民活動支援センターを窓口として、県民活動の根幹を担う地域コミュニティ

の活性化に取り組みながら、市民活動団体の育成・支援、まちづくり活動への参加機会

の創造、機運の高揚に努める。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１７事業

協働事例：赤郷コミュニティバス運行業務（協働型委託）

⇒ 住民主体のデマンド型送迎サービス、赤郷コミュニティバス「あかまるごう」

の運行を委託し、赤郷交流センターを拠点として、地域と行政の協働によるまち

づくりを実践

【令和６年度（計画）】：１７事業

「あかまるごう」の運行業務や「美祢市さわやかロード美化活動事業」を委託実施

するほか、地方文化の研究及び会誌の刊行、講演会、現地研究会等を支援



第４部 市町における取組

周南市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 周南市岐山通

活動の概況・取組方針

コミュニティ活動については、概ね小学校区を範囲に、市内３１地区すべてに推進組

織があり、特色ある地域づくりが進められている。

また、「周南市地域づくり推進計画」に基づき、市民活動支援センターを中心に市民

活動に対する、情報発信、相談対応等の支援を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３２事業

協働事例：コミュニティ活動に要する経費の一部を補助（３２団体）

【令和６年度（計画）】：３２事業

引き続き、地域づくりを行う団体に対する補助や、一部、市民センターの地縁組織

による指定管理などを行う。

しゅうなん市民活動支援センターの運営を通じて、市民活動を行う個人や団体に対

し、市民活動に関わる情報・資金・人材・活動場所等に関する情報提供や相談対応を

行う。

山陽小野田市

総合窓口 市民活動推進課

〒 山陽小野田市日の出 丁目

活動の概況・取組方針

協創によるまちづくり推進指針（令和３年３月策定）に基づき、市民の自主的・主体

的な活動を促進し、まちづくりに関わる活動を支援する。

市民活動を促進するための情報提供を行うとともに、市民活動団体等を対象とした研

修・交流会の開催等を実施する。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３４事業

協働事例：ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 市民の自主性、主体性を基本とした、住民参加による連帯意識の高揚を目指し

て行うふるさとづくりを市民運動として総合的に推進し、「山陽小野田市ふるさ

とづくり協議会」に補助金を交付

【令和６年度（計画）】：３４事業

引き続き、ふるさとづくり推進団体への補助を行うほか、市民活動に関する情報収

集・情報提供体制等を整備し、市民活動団体を支援する。



第４部 市町における取組

周南市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 周南市岐山通

活動の概況・取組方針

コミュニティ活動については、概ね小学校区を範囲に、市内３１地区すべてに推進組

織があり、特色ある地域づくりが進められている。

また、「周南市地域づくり推進計画」に基づき、市民活動支援センターを中心に市民

活動に対する、情報発信、相談対応等の支援を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３２事業

協働事例：コミュニティ活動に要する経費の一部を補助（３２団体）

【令和６年度（計画）】：３２事業

引き続き、地域づくりを行う団体に対する補助や、一部、市民センターの地縁組織

による指定管理などを行う。

しゅうなん市民活動支援センターの運営を通じて、市民活動を行う個人や団体に対

し、市民活動に関わる情報・資金・人材・活動場所等に関する情報提供や相談対応を

行う。

山陽小野田市

総合窓口 市民活動推進課

〒 山陽小野田市日の出 丁目

活動の概況・取組方針

協創によるまちづくり推進指針（令和３年３月策定）に基づき、市民の自主的・主体

的な活動を促進し、まちづくりに関わる活動を支援する。

市民活動を促進するための情報提供を行うとともに、市民活動団体等を対象とした研

修・交流会の開催等を実施する。

主な市民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３４事業

協働事例：ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 市民の自主性、主体性を基本とした、住民参加による連帯意識の高揚を目指し

て行うふるさとづくりを市民運動として総合的に推進し、「山陽小野田市ふるさ

とづくり協議会」に補助金を交付

【令和６年度（計画）】：３４事業

引き続き、ふるさとづくり推進団体への補助を行うほか、市民活動に関する情報収

集・情報提供体制等を整備し、市民活動団体を支援する。

第４部 市町における取組

周防大島町

総合窓口 政策企画課

〒 大島郡周防大島町大字小松

活動の概況・取組方針

活力と魅力あふれる町づくりを推進するため、周防大島町を拠点に住民活動を行う団

体が、地域づくりのために行う「新たな個性や特性を育むネットワーク、システム形成

事業」「地域の個性や特性に磨きをかける人材育成事業、魅力発揮事業」「住民参画に

よる地域づくりの気運を育むイベント、ワークショップ等の開催事業」といった活動に

係る経費の一部を助成し、支援する。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：１事業（５団体）

協働事例：周防大島町地域づくり活動支援事業（補助）

⇒ 地域づくりを行う団体に対し、活動に係る経費の一部を助成

【令和６年度（計画）】：１事業（５団体）

引き続き「周防大島町地域づくり活動支援事業」を実施

和木町

総合窓口 企画総務課

〒 玖珂郡和木町和木 丁目

活動の概況・取組方針

町への登録制度はないが、高齢者福祉、障害者福祉、環境、文化保存等の分野で約

３００名がボランティア活動を行っている。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：該当なし

【令和６年度（計画）】：該当なし



第４部 市町における取組

上関町

総合窓口 企画財政課

〒 熊毛郡上関町大字長島

活動の概況・取組方針

豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、ふるさとづくり活動の推進やイベント事

業などを実施する、ふるさとづくり推進会議への助成を行っている。

また、スポーツボランティアや学校支援ボランティアなど、町内の団体や個人が登録

し、地域のスポーツイベント等への参加や学校との連携を図っている。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：４事業

協働事例：上関町ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、コミュニティづくりのためのイベ

ント等を開催

【令和６年度（計画）】：４事業

引き続き「上関町ふるさとづくり推進事業」を実施し、コミュニティづくりのため

のイベント等を開催するほか、「ふるさとチャレンジ」により、地元中学生に町内の

事業者などの職場体験を実施

田布施町

総合窓口 経済課

〒 熊毛郡田布施町大字下田布施

活動の概況・取組方針

自治会制度の導入に併せ町内の小学校区単位で連合自治会も設立され、地域での

コミュニティづくりや美しいまちづくり等の自主的な活動を推進している。

また、道路、公園、河川等の公共施設の清掃活動等に取り組む環境美化活動ボラン

ティアがあり、美しいまちづくりに貢献している。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３事業

協働事例：資源ごみ回収奨励事業（補助）

⇒ 自主的に資源ごみの回収活動を実施する団体に、資源ごみ回収奨励金を交付

【令和６年度（計画）】：３事業

引き続き「資源ごみ回収奨励事業」を実施



第４部 市町における取組

上関町

総合窓口 企画財政課

〒 熊毛郡上関町大字長島

活動の概況・取組方針

豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、ふるさとづくり活動の推進やイベント事

業などを実施する、ふるさとづくり推進会議への助成を行っている。

また、スポーツボランティアや学校支援ボランティアなど、町内の団体や個人が登録

し、地域のスポーツイベント等への参加や学校との連携を図っている。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：４事業

協働事例：上関町ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、コミュニティづくりのためのイベ

ント等を開催

【令和６年度（計画）】：４事業

引き続き「上関町ふるさとづくり推進事業」を実施し、コミュニティづくりのため

のイベント等を開催するほか、「ふるさとチャレンジ」により、地元中学生に町内の

事業者などの職場体験を実施

田布施町

総合窓口 経済課

〒 熊毛郡田布施町大字下田布施

活動の概況・取組方針

自治会制度の導入に併せ町内の小学校区単位で連合自治会も設立され、地域での

コミュニティづくりや美しいまちづくり等の自主的な活動を推進している。

また、道路、公園、河川等の公共施設の清掃活動等に取り組む環境美化活動ボラン

ティアがあり、美しいまちづくりに貢献している。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３事業

協働事例：資源ごみ回収奨励事業（補助）

⇒ 自主的に資源ごみの回収活動を実施する団体に、資源ごみ回収奨励金を交付

【令和６年度（計画）】：３事業

引き続き「資源ごみ回収奨励事業」を実施

第４部 市町における取組

平生町

総合窓口 地域振興課

〒 熊毛郡平生町大字平生町

活動の概況・取組方針

平成２５年４月に「平生町参加と協働のまちづくり条例」を施行後、同条例の具現化

のために策定した「平生町協働推進プラン」に基づき、公民館単位のエリアで住民自治

組織である「コミュニティ協議会」の設立支援を進めた。平成２８年度に町内６地区す

べてにコミュニティ協議会が設立され、それぞれの地域が策定した地域づくり計画の実

現に向け活動を展開している。

また、その他ボランティア団体として、子どもたちへの紙芝居や絵本の読み聞かせ、

点字翻訳、防犯パトロール等の活動が行われている。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：４事業

協働事例：赤子山登山道、展望所、山頂整備事業（協働型委託）

⇒ 地域住民の憩いの場として利用を図るため、赤子山周辺の２コミュニティ協議

会に委託して整備

【令和６年度（計画）】：３事業

引き続き「赤子山登山道、展望所、山頂整備事業」を実施

阿武町

総合窓口 まちづくり推進課

〒 阿武郡阿武町奈古

活動の概況・取組方針

自助、共助、公助の考えにより、自分たちの地域は自分で守ることを基本として地域

活動を実施している。

また現在、町内の地域福祉ボランティアとして２団体、１９８人が登録しており、

高齢者教室や環境美化、朗読録音、リフォーム、福祉の市、施設訪問など様々な取組を

実施している。

主な町民活動関連事業

【令和５年度（実績）】：３事業

協働事例：集落彩生交付金事業（補助）

⇒ 自治会等が行う良好な地域社会の維持発展に資する事業に補助金を交付

【令和６年度（計画）】：４事業

引き続き「集落彩生交付金事業」を実施

阿武町地域づくり団体活動支援事業を実施
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２ 市町別の条例・計画、支援措置等の状況

市 町 名
条  例

（制定年月）
（施行年月）

計画等
（策定年月）

公共施設等
使用料の
減免制度

ＮＰＯ法人に
対する法人
市町民税の

減免

認定ＮＰＯ
法人に対する

個人市町民税の
寄附金控除

ボランティア
休暇制度
（職員）

下 関 市
○

（H17.　2）
（H17.  2）

○
（H18. 3）

（R3.2改定）

△
（市民活動センター登録

団体のみ）

○ ○ ○

宇 部 市
○

（H19.　3）
（H19.  4）

○
（H16. 9）

○ ○ ○ ○

山 口 市
○

（H20.12）
（H21.  4）

○
（H25. 3）

（H30. 3改定）

○ ○ ○ ○

萩    市
△

（共催・後援団体
のみ）

○ ○ ○

防 府 市
○

（H24.　9）
（H25.  4）

○
（H15. 8）

○ ○ ○

下 松 市
△

（市民活動室使用登録
団体のみ）

○ ○ ○

岩 国 市
○

（R6.7）

△
（共催・後援団体

のみ）
○ ○ ○

光  　市
○

（H26.12）
○ ○ ○ ○

長 門 市
○

（H24.　7）
（H24.　7）

○
（R4.3）

△
（市民活動支援セン
ター登録団体等）

○ ○ ○

柳 井 市
○

（H24. 9）
○ ○ ○ ○

美 祢 市
△

（共催・後援団体・社
会教育団体等）

○ ○ ○

周 南 市
○

（R2.3）
○ ○ ○ ○

山陽小野田市
○

（R3.3）
△

（共催・後援団体等）
○ ○ ○

周防大島町 ○ ○ ○ ○

和 木 町
△

（共催・後援団体・社
会教育団体等）

○ ○ ○

上 関 町 ○ ○ ○

田布施町 △
（共催団体等）

○ ○ ○

平 生 町
○

（H24.12）
（H25.  4）

○
（H25.12）

○ ○ ○ ○

阿 武 町
○

（H26.12）
（H26.12）

○ ○ ○

計 ７市町 １１市町 １７市町 １８市町 １９市町 １９市町



第４部 市町における取組

２ 市町別の条例・計画、支援措置等の状況

市 町 名
条  例

（制定年月）
（施行年月）

計画等
（策定年月）

公共施設等
使用料の
減免制度

ＮＰＯ法人に
対する法人
市町民税の

減免

認定ＮＰＯ
法人に対する

個人市町民税の
寄附金控除

ボランティア
休暇制度
（職員）

下 関 市
○

（H17.　2）
（H17.  2）

○
（H18. 3）

（R3.2改定）

△
（市民活動センター登録

団体のみ）

○ ○ ○

宇 部 市
○

（H19.　3）
（H19.  4）

○
（H16. 9）

○ ○ ○ ○

山 口 市
○

（H20.12）
（H21.  4）

○
（H25. 3）

（H30. 3改定）

○ ○ ○ ○

萩    市
△

（共催・後援団体
のみ）

○ ○ ○

防 府 市
○

（H24.　9）
（H25.  4）

○
（H15. 8）

○ ○ ○

下 松 市
△

（市民活動室使用登録
団体のみ）

○ ○ ○

岩 国 市
○

（R6.7）

△
（共催・後援団体

のみ）
○ ○ ○

光  　市
○

（H26.12）
○ ○ ○ ○

長 門 市
○

（H24.　7）
（H24.　7）

○
（R4.3）

△
（市民活動支援セン
ター登録団体等）

○ ○ ○

柳 井 市
○

（H24. 9）
○ ○ ○ ○

美 祢 市
△

（共催・後援団体・社
会教育団体等）

○ ○ ○

周 南 市
○

（R2.3）
○ ○ ○ ○

山陽小野田市
○

（R3.3）
△

（共催・後援団体等）
○ ○ ○

周防大島町 ○ ○ ○ ○

和 木 町
△

（共催・後援団体・社
会教育団体等）

○ ○ ○

上 関 町 ○ ○ ○

田布施町 △
（共催団体等）

○ ○ ○

平 生 町
○

（H24.12）
（H25.  4）

○
（H25.12）

○ ○ ○ ○

阿 武 町
○

（H26.12）
（H26.12）

○ ○ ○

計 ７市町 １１市町 １７市町 １８市町 １９市町 １９市町

第４部 市町における取組

２２ 市市町町ににおおけけるる県県民民活活動動支支援援拠拠点点のの取取組組

１ 市町民活動支援センター

市町に設置され、市町民活動に関する情報提供や相談業務、人材育成、交流会、施設や

機器の貸出等を行っており、地域の状況に応じた事業に取り組んでいる。

［市町民活動支援センター一覧］

所在市 センターの名称 設置年月 運営形態

下 関 市
しものせき市民活動センター

「ふくふくサポートフラップ」
年 月 公設民営

宇 部 市 宇部市民活動センター「青空」 年 月 民設民営

山 口 市 山口市市民活動支援センター「さぽらんて」 年 月 公設民営

萩 市 萩市市民活動センター「結」 年 月 公設民営

防 府 市 防府市市民活動支援センター 年 月 公設民営

下 松 市 下松市市民活動支援センター 年 月 公設公営

岩 国 市 いわくに市民活動支援センター「サポネット・いわくに」 年 月 公設民営

光 市 光市地域づくり支援センター 年 月 公設公営

長 門 市 長門市市民活動支援センター「市民サポートながと」 年 月 公設公営

柳 井 市 やない市民活動センター 年 月 公設公営

美 祢 市 美祢市市民活動支援センター 年 月 公設公営

周 南 市 しゅうなん市民活動支援センター 年 月 公設民営

山陽小野田市 山陽小野田市民活動センター 年 月 公設民営

阿 武 町 阿武町町民活動支援センター 年 月 公設公営

２ 市町社会福祉協議会

県内全市町に設立されている社会福祉法人であり、コミュニティに根ざした地域福祉活動

やボランティア活動の支援を行っている。

県内に支部等も含めて の施設があり、主な事業として、普及啓発や交流促進、人材育成、

活動助成、ボランティア活動保険の加入促進、災害ボランティアや企業ボランティア活動の

促進などに取り組んでいる。

３ 市町の体験活動・ボランティア活動支援センター

県内に 施設が整備され、学校内外での社会奉仕活動をはじめとする様々な体験活動の場や

機会の確保を目的として、活動の情報提供やコーディネート、相談・助言、研修等を行い、子

どもたちの奉仕活動や体験活動を推進している。

４ 勤労青少年ホーム

勤労青少年のための総合的な労働福祉施設として、県内に７施設あり、ボランティア活動の

拠点として情報の収集・提供、相談・助言、ボランティア活動のコーディネーターや指導者の

育成、ボランティア活動の促進に向けた講座等の開催、地域との交流促進の支援等に取り組ん

でいる。


